
様式第１号

環境影響評価方法書等送付書

年 月 日

秋田県知事
（あて先）

市町村長

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

秋田県環境影響評価条例第６条の規定により、別添のとおり環境影響評価方法書及び要
約書を送付します。

対象事業の名称

対象事業の種類

対象事業の規模

対象事業実施区域

環 境 影 響 を
受 け る 範 囲

調査開始予定年月日 年 月 日
環 境 影 響 評 価
の 実 施 予 定 環境影響評価準備 年 月 日

書送付予定年月日

その他参考事項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名



様式第２号

公告事項報告書

年 月 日

秋田県知事
（あて先）

市町村長

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

環境影響評価方法書（環境影響評価準備書、環境影響評価書）の作成をした旨の公告を
したので、秋田県環境影響評価条例施行規則第６条第２項（第１４条において準用する第
６条第２項、第３６条において準用する第６条第２項）の規定により、次のとおり報告し
ます。

対象事業の名称

対象事業の種類

対象事業の規模

対象事業実施区域

公 告 年 月 日 年 月 日

公 告 の 方 法

その他参考事項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名



様式第３号

公表事項報告書

年 月 日

秋田県知事
（あて先）

市町村長

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

環境影響評価方法書（環境影響評価準備書、環境影響評価書、事後調査報告書）を公表
したので、秋田県環境影響評価条例施行規則第８条の２第２項（第１６条の２において準
用する第８条の２第２項、第３８条の２において準用する第８条の２第２項、第４５条の
２第４項）の規定により、次のとおり報告します。

対象事業の名称

対象事業の種類

対象事業の規模

対象事業実施区域

公 表 年 月 日 年 月 日

公 表 の 方 法

その他参考事項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名



様式第４号

説明会開催通知書

年 月 日

秋田県知事
（あて先）

市町村長

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

環境影響評価方法書（環境影響評価準備書）に関する説明会を開催するので、秋田県環
境影響評価条例第７条の２第２項（条例第１６条第２項において準用する条例第７条の２
第２項）の規定により、次のとおり通知します。

対象事業の名称

対象事業の種類

対象事業の規模

対象事業実施区域

開 催 の 日 時

開 催 の 場 所

公告(予定)年月日 年 月 日

公 告 の 方 法

その他参考事項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名



様式第５号

説明会開催結果報告書

年 月 日

秋田県知事
（あて先）

市町村長

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

環境影響評価方法書（環境影響評価準備書）に関する説明会を開催したので、秋田県環
境影響評価条例第７条の２第４項（条例第１６条第２項において準用する条例第７条の２
第４項）の規定により、次のとおり報告します。

対象事業の名称

対象事業の種類

対象事業の規模

対象事業実施区域

開 催 の 日 時

開 催 の 場 所

参 加 人 数

説 明 会 の 経
過 及 び 概 要

その他参考事項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名

備考 説明会で資料を配付した場合にあっては、その資料を添付するものとする。



様式第６号

説明会開催中止報告書

年 月 日
（あて先）秋田県知事

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

環境影響評価方法書（環境影響評価準備書）に関する説明会の開催を中止したので、秋
田県環境影響評価条例第７条の２第６項（条例第１６条第２項において準用する条例第７
条の２第６項）の規定により、次のとおり報告します。

対 象 事 業 の 名 称

対 象 事 業 の 種 類

対 象 事 業 の 規 模

対象事業実施区域

中 開催予定日時
止
し 開催予定場所
た
説 開 催 を 中 止
明 し た 理 由
会

そ の 他 参 考 事 項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名



様式第７号

環境影響評価方法書についての意見の概要等送付書

年 月 日

秋田県知事
（あて先）

市町村長

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

秋田県環境影響評価条例第９条の規定により、別添のとおり環境影響評価方法書につい
ての意見の概要を記載した書類及び意見書の写しを送付します。

対象事業の名称

対象事業の種類

対象事業の規模

対象事業実施区域

意 見 書 の 数

その他参考事項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名



様式第８号

環境影響評価準備書等送付書

年 月 日

秋田県知事
（あて先）

市町村長

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

秋田県環境影響評価条例第１４条第１項の規定により、別添のとおり環境影響評価準備
書及び要約書を送付します。

対象事業の名称

対象事業の種類

対象事業の規模

対象事業実施区域

関係地域の範囲

その他参考事項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名

備考 その他参考事項の欄には、事業の実施に関する許認可等に係る行為の名称を記入して
ください。



様式第９号

関係地域協議書

年 月 日

（あて先）秋田県知事

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

秋田県環境影響評価条例第１４条第２項の規定により、次のとおり協議します。

対象事業の名称

対象事業の種類

対象事業の規模

対象事業実施区域

関係地域の範囲

関 係 地 域 の 範
囲 の 設 定 理 由

その他参考事項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名



様式第１０号

環境影響評価準備書についての意見の概要等送付書

年 月 日

秋田県知事
（あて先）

市町村長

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

秋田県環境影響評価条例第１８条の規定により、別添のとおり環境影響評価準備書につ
いての意見の概要及び当該意見についての事業者の見解を記載した書類並びに意見書の写
しを送付します。

対象事業の名称

対象事業の種類

対象事業の規模

対象事業実施区域

意 見 書 の 数

その他参考事項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名



様式第１１号

環境影響評価書等送付書

年 月 日

秋田県知事
（あて先）

市町村長

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

秋田県環境影響評価条例第２２条の規定により、別添のとおり環境影響評価書及び要約
書を送付します。

対象事業の名称

対象事業の種類

対象事業の規模

対象事業実施区域

その他参考事項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名



様式第１２号

対象事業廃止通知書

年 月 日

秋田県知事
（あて先）

市町村長

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

対象事業を実施しないこととしたので、秋田県環境影響評価条例第２５条第１項（第２
６条第４項において準用する第２５条第１項、第２７条第３項において準用する第２５条
第１項）の規定により、次のとおり通知します。

対 象 事 業 の 名 称

対 象 事 業 の 種 類

対 象 事 業 の 規 模

対象事業実施区域

廃 止 年 月 日 年 月 日

廃 止 の 理 由

公告（予定）年月日 年 月 日

公 告 の 方 法

そ の 他 参 考 事 項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名



様式第１３号

事業内容等修正通知書

年 月 日

秋田県知事
（あて先）

市町村長

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

事業の内容等を修正した結果、対象事業に該当しないこととなったので、秋田県環境影
響評価条例第２５条第１項（第２６条第４項において準用する第２５条第１項、第２７条
第３項において準用する第２５条第１項）の規定により、次のとおり通知します。

対 象 事 業 の 名 称

対 象 事 業 の 種 類

対 象 事 業 の 規 模

対象事業実施区域

修 正 の 内 容

修 正 の 理 由

修 正 年 月 日 年 月 日

公告（予定）年月日 年 月 日

公 告 の 方 法

そ の 他 参 考 事 項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名

備考 対象事業の名称、対象事業の種類、対象事業の規模及び対象事業実施区域の欄には、
修正前のものを記入してください。



様式第１４号

対象事業引継通知書

年 月 日

秋田県知事
（あて先）

市町村長

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

対象事業の実施を他の者に引き継いだので、秋田県環境影響評価条例第２５条第１項
（第２６条第４項において準用する第２５条第１項、第２７条第３項において準用する第
２５条第１項）の規定により、次のとおり通知します。

対 象 事 業 の 名 称

対 象 事 業 の 種 類

対 象 事 業 の 規 模

対象事業実 施区域

引 住所（法人にあっ
継 ては、主たる事務
ぎ 所の所在地）
を
受 氏名（法人にあっ
け ては、名称及び代
た 表者の氏名）
者

引 継 年 月 日 年 月 日

引 継 ぎ の 理 由

公告（予定）年月日 年 月 日

公 告 の 方 法

そ の 他 参 考 事 項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名



様式第１５号

環境影響評価その他の手続の再実施に関する報告書

年 月 日

秋田県知事
（あて先）

市町村長

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

環境影響評価その他の手続の再実施をすることとした旨の公告をしたので、秋田県環境
影響評価条例施行規則第４３条第３項の規定により、次のとおり報告します。

対象事業の名称

対象事業の種類

対象事業の規模

対象事業実施区域

再 実 施 す る
手 続 の 内 容

再 実 施 の 理 由

公 告 年 月 日 年 月 日

公 告 の 方 法

その他参考事項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名



様式第１６号

工事着手通知書

年 月 日

秋田県知事
（あて先）

市町村長

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

対象事業に係る工事に着手したので、秋田県環境影響評価条例第３１条の規定により、
次のとおり通知します。

対 象 事 業 の 名 称

対 象 事 業 の 種 類

対 象 事 業 の 規 模

対象事業実施区域

工 事 着 手 年 月 日 年 月 日

工事完了予定年月日 年 月 日

そ の 他 参 考 事 項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名



様式第１７号

工事完了通知書

年 月 日

秋田県知事
（あて先）

市町村長

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

対象事業に係る工事を完了したので、秋田県環境影響評価条例第３１条の規定により、
次のとおり通知します。

対 象 事 業 の 名 称

対 象 事 業 の 種 類

対 象 事 業 の 規 模

対象事業実施区域

工 事 完 了 年 月 日 年 月 日

供用開始予定年月日 年 月 日

そ の 他 参 考 事 項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名



様式第１８号

事後調査報告書送付書

年 月 日

秋田県知事
（あて先）

市町村長

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

秋田県環境影響評価条例第３２条第２項の規定により、別添のとおり事後調査報告書を
送付します。

対 象 事 業 の 名 称

対 象 事 業 の 種 類

対 象 事 業 の 規 模

対象事業実施区域

対象事業に係る工
事の進ちょく状況
又 は 供 用 の 状 況

そ の 他 参 考 事 項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名



様式第１９号

事後調査引継通知書

年 月 日

秋田県知事
（あて先）

市町村長

住 所
氏 名

法人にあっては、主たる事務所の
所在地、名称及び代表者の氏名

対象事業に係る事後調査の実施を他の者に引き継いだので、秋田県環境影響評価条例施
行規則第４６条第２項の規定により、次のとおり通知します。

対 象 事 業 の 名 称

対 象 事 業 の 種 類

対 象 事 業 の 規 模

対象事業実 施区域

引 住所（法人にあっ
継 ては、主たる事務
ぎ 所の所在地）
を
受 氏名（法人にあっ
け ては、名称及び代
た 表者の氏名）
者

引 継 年 月 日 年 月 日

引 継 ぎ の 理 由

そ の 他 参 考 事 項

所在地 電話番号
連 絡 先

所 属 担当者名


